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命 令 書

再審査申立人 スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合

大阪支部連合会モービル大阪支店支部

再審査被申立人 エクソンモービル有限会社

同 エクソンモービル有限会社大阪第一支店

主 文

本件再審査申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要

１ 再審査申立人スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合大阪支部連

合会モービル大阪支店支部（本件初審申立て当時は、スタンダード・ヴァ
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キューム石油自主労働組合モービル大阪支店支部。以下「支部 ）は、支部」

が申し入れた下記( )ないし( )の団体交渉（以下団体交渉を「団交 ）又は1 3 」

事務折衝に関する再審査被申立人エクソンモービル有限会社（本件初審申

立て当時は、モービル石油株式会社。以下「会社 ）及び同会社大阪支店」

（現会社大阪第一支店。以下「大阪支店 ）の対応が団交拒否ないし不誠実」

団交に当たり、労働組合法第７条第２号の不当労働行為に当たるとして、

同６３年９月５日、大阪地方労働委員会（現大阪府労働委員会。以下「大

阪地労委 ）に下記の２件（大阪地労委昭和６３年(不）第５３号及び同第」

５４号)の救済申立てを行った。

( ) 申立外モービル石油労働組合（以下「モ労 ）の組合員が昭和５８年1 」

６月７日支部組合員に対して行った「年増部落」との差別発言（以下

「本件差別発言 ）に関する同年６月１５日付け団交要求に基づく団交」

及び同６０年１２月２７日から同６３年７月２２日までの間に申し入

れた団交要求に基づく団交（大阪地労委昭和６３年(不)第５３号）

( ) 昭和６２年８月６日から同６３年８月１５日までの間に申し入れた2

団交等に関する事務折衝（大阪地労委昭和６３年(不)第５４号）

( ) 昭和６３年７月１９日から同年８月１５日までの間に申し入れた団3

交要求に基づく支部三役である Ｘ１ （以下「Ｘ１ ）及び Ｘ２」

（以下「 Ｘ２ ）の同月１日付け人事異動に関する団交（大阪」

地労委昭和６３年(不)第５４号）

２ 大阪地労委は、昭和６３年１０月４日、両事件を併合した。

３ 初審において請求した救済内容

( ) 本件差別発言に関する支部の昭和５８年６月１５日付け団交要求に1

関し、団交拒否をやめ、誠意をもって支部との団交に応じること。

( ) 支部の申し入れる事務折衝の拒否をやめ、これに誠意をもって応じ2

ること。
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( ) 支部三役であるＸ１及び Ｘ２ の人事異動（以下「本件異動 ）に関3 」

する支部の昭和６３年８月１５日付け団交要求に関し、団交拒否をや

め、誠意をもって支部との団交に応じること。

( ) 上記事項に関して、謝罪及び誓約文を全事業所に掲示するとともに4

同内容を社内報に掲載すること。

４ 平成４年８月７日、初審大阪地労委は、大阪支店に対する申立てを却下

し、会社に対する申立てを棄却した。

５ 平成４年８月１８日、支部は、これを不服として、会社及び大阪支店を

再審査被申立人として再審査を申し立てた。

第２ 争点

１ 大阪支店は、会社とともに使用者性を有し、被申立人適格を有するか。

２ 会社が支部の昭和５８年６月１５日付け団交要求に基づく本件差別発言

に関する団交及び同６０年１２月２７日から同６３年７月２２日までの間

に申し入れた団交要求に基づく本件差別発言に関する団交についての会社

の対応は、団交拒否に当たるか。

３ 会社が、昭和６２年９月５日から同６３年８月１５日までの間に支部が

申し入れた事務折衝に関して、度々これを拒否する対応をとったのは、団

交拒否ないし不誠実団交、又は支配介入に当たるか。

４ 昭和６３年７月１９日から同年８月１５日までの間に支部が申し入れた

団交要求に基づく、支部三役であるＸ１及び Ｘ２ に関する同月１日付け

人事異動に関する団交についての会社の対応は、団交拒否ないし不誠実団

交に当たるか。

第３ 当事者の主張の要旨

当事者の主張は、次のとおり付加するほかは、初審命令理由第２の１及び
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同２ないし４の各( )（初審命令書１８～２６頁）記載の主張と同一であるの1

で、これを引用する。

１ 再審査申立人

( ) 大阪支店の被申立人適格1

本件の団交拒否、事務折衝拒否を行っているのは大阪支店であり、そ

の不当労働行為によって生じた状態を回復すべき義務（団交応諾義務、

事務折衝応諾義務）を大阪支店は負担できるにもかかわらず、初審命令

は「法律上独立した権利義務の帰属主体と認められない」からと全く形

式論で却下しており、これは機械的に最高裁の判例を援用したものにす

ぎず、妥当性を欠くものである。

( ) 本件差別発言に関する団交2

本件差別発言は、発言をした Ｙ１ （以下「Ｙ１ ）個人の差別意識」

によるのみでなく、会社の差別的労務政策に基づく組合に対する差別や

組合を「好ましくない集団」として敵視する労務政策を反映した発言で

あり、会社による組合結成無視による組合の団結破壊攻撃の渦中で行わ

れた発言であることを考えると、会社全体に組合を「好ましくない集

団」という風潮が浸透していた状況の下での発言であり、支部の団結そ

のものを揺るがそうとする会社の不当労働行為意思の表れであるから、

会社には団交応諾義務がある。

しかるところ、会社は、組合が会社の差別的労務政策を質すべく、異

議申立ての団交申入れをしたのであるから、本来なら組合及び支部組合

員４名に対して釈明し、謝罪すべきにもかかわらず、これを拒否し、事

実上団交を拒否したものである。

また、昭和６０年９月１３日に行われた本件差別発言確認糾弾会（以

下「確認糾弾会 ）において、会社の差別労務政策とそれに基づく支部差」

別・支部敵視の労務政策が糾弾され、会社代表の Ｙ２ 取締役（以下
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「Ｙ２取締役 ）も支部の４名と一度話し合うと約束しながら、会社は、」

これを履行しないばかりか、本件差別発言は同和問題であって団交議題

ではないとして団交を打ち切ったのであるから、団交拒否である。

( ) 事務折衝拒否3

会社は、それまでは支部との間で事務折衝をめぐるトラブルはなかっ

たのに、昭和６１年３月１日の大阪支店統廃合を機に、新たに組合窓口

として、 Ｙ５ を大阪支店長代理として増員・配置して以降、会社が事

務折衝を初め組合の日常活動に介入し、段階的に組合の団結破壊をエス

カレートさせたものである。

事務折衝は一般的に団交開催の日時、場所などの予備折衝を目的とし

て行われるもので、事務折衝拒否は団交開催の遅延あるいは団交拒否の

前提となっているものである。会社が事務折衝を拒否したり事務折衝の

遂行に制限を加えたりするのは、事務折衝をめぐる支部と会社との立場

ないし見解の相違によるものではなく、会社が支部を「好ましくない集

団」として、一貫して組合つぶし攻撃をし続けたことに起因する不当な

ものである。

( ) 本件異動に関する団交4

本件異動は単なる異動ではなく、会社大阪総合受注センター（以下

「大阪ＣＯＢ ）への業務移管の合理化に伴う異動であるため、会社が、」

事前に本人は勿論、組合にも説明の上理解を求め、合意形成を図ること

が円滑な業務運営のために必要なことであり、会社に求められる姿勢で

ある。また、大幅か、小幅かを問わず、業務内容の変更は労働条件の変

更であり、人事権の行使により労働者が不利益を被る場合は団交で事前

に組合と十分協議するのが当然である。にもかかわらず、会社は事前協

議事項ではない、この件は団交議題ではないとして団交を打ち切ったの

であるから、団交拒否ないし不誠実団交に当たる。形式的に事前協議約
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款の適用の有無を論じる初審命令の態度は会社における職場実態を無視

したものである。

２ 再審査被申立人

支部は、争点２について、確認糾弾会における（会社出席者の）発言を

曲解して、団交拒否を主張するが、会社は、団交以外の場において支部組

合員４名と話合いをする用意があることを言明したのであり、これに対し

て、支部が団交形式に固執したにすぎない。また、会社は、本件差別発言

については、あくまでも同和問題に関するものとして、労働組合問題とは

明確に一線を画して対応していた。

第４ 認定した事実

１ 当事者等

( ) 会社は、本件再審査結審日現在肩書地に本社を置くものであるが、1

本件初審申立て当時（昭和６３年９月５日）全国に大阪支店を含む支店、

営業所、油槽所等を有し、各種石油製品及び関連製品の販売等を業とし

ていた。

会社は、本件初審申立て当時モービル石油株式会社と称していたが、

平成１２年２月１日にモービル石油有限会社（前身のモービル石油株式

会社を含め、以下「モービル石油 ）に組織変更し、同年７月１日には」

申立外エッソ石油有限会社（前身のエッソ石油株式会社を含め、以下

「エッソ石油 ）及び東燃ゼネラル石油株式会社（同日付けで申立外東」

燃株式会社と同ゼネラル石油株式会社が合併して成立。以下「東燃ゼネ

ラル ）と新たに設立されたエクソンモービルマーケティング有限会社」

（以下「マーケティング ）及びエクソンモービルビジネスサービス有」

限会社（以下「ビジネスサービス ）の５社でエクソンモービルグルー」

プを形成して業務統合（グループにおいて、製造・物流部門は東燃ゼネ
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ラルが、営業部門はマーケティングが、人事・法務等の管理部門はビジ

ネスサービスがそれぞれ担当するという業務形態の形成をいう。モービ

ル石油の従業員は全員がこれら３社のいずれかに出向した ）した。当。

時のモービル石油の従業員数は約５５０名であった。

なお、会社は、同１４年６月１日、エッソ石油、マーケティング、ビ

ジネスサービスと合併（エッソ石油を存続会社とする ）して、現在に。

至っている。

会社の従業員数は、本件初審結審当時（同３年３月）は１ ２３１名,

であったが、上記合併後の同１６年４月末では会社が約９００名、東燃

ゼネラルが約２ ２００名であり、このうちモービル石油の従業員であ,

った者は約４００名で、会社に在籍しているか、東燃ゼネラルに在籍出

向しているかのいずれかである。

また、会社の大阪における地方組織に関しては、昭和６１年３月に、

それまで同一建物内に置かれていた会社の大阪第一支店、大阪第二支店

及び総務部大阪事務所（後記２、３及び５において、それぞれ「大阪第

一支店 「大阪第二支店」及び「総務部大阪事務所 、これらを総称し」、 」

て「旧大阪支店 ）が統廃合され大阪支店となった（以下、この統廃合」

を「支店統廃合 。その後、上記合併に伴い大阪支店は組織変更され、」）

現大阪第一支店となった。

( ) 支部は、事務所を肩書地に置き、会社の従業員等（退職組合員及び被2

解雇組合員等（解雇の係争者を含む ）を含む ）によって組織された申。 。

」、立外スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合（以下「ス労自主

又は単に「組合 ）の下部組織として、大阪支店の従業員によって組織」

された労働組合で、平成３年３月（本件初審結審当時）における支部組

合員数は４名であり、下記の事情を経て現在に至っている。

支部は、本件初審申立て当時（昭和６３年９月５日）ス労自主モービ
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ル大阪支店支部と称していたが、エッソ石油の従業員等により組織され

るス労自主エッソ大阪支部と平成４年９月２０日に大阪支部連合会を結

成してこれに加盟したことにより名称を現支部名に改めた。

その後、支部組合員のうち、 Ｘ３ （以下「Ｘ３ 、Ｘ１及び」）

Ｘ４ （以下「Ｘ４ ）の３名は早期退職プログラムに応募して退職し」

たことに伴い、同１６年８月１日現在、従業員籍を有する支部組合員数

は

Ｘ２ １名となった。

ちなみに、上記３名中Ｘ３及びＸ１は、同１２年２月２５日頃組合に

脱退届を提出しているが、組合はこれを承認しておらず 「統制に従っ、

ていないが、両名は現在も組合員である」としているものである。

( ) 本件初審申立て当時（昭和６３年９月５日）のモービル石油には、組3

合の外に、申立外全石油スタンダード・ヴァキューム労働組合（以下

「ス労 ）及びモ労があった。ス労は、同２８年にスタンダード・ヴァ」

キューム石油日本支社の従業員により結成され、同３６年１２月に同支

社がモービル石油とエッソ石油に分割された以降もそのまま存続してい

たが、後記２( )のとおりス労内部で意見の対立が生じたこと等を契機1

として、同５７年９月２５日、ス労のモービル大阪支店支部、同エッソ

大阪支部、同中京分会連合会、同中国分会連合会及び同四国分会連合会

に所属する組合員が中心となってス労自主を結成した。

なお、モ労は、前記( )のエクソンモービルグループの業務統合に伴1

い、エッソ石油の従業員で組織されていたエッソ石油労働組合と合同

（平成１３年１０月１日付け）してエクソンモービル労働組合を結成し、

その後、更に東燃ゼネラルの従業員で組織されていた東燃ゼネラル石油

労働組合と合同（同１６年１０月１日付け）してエクソンモービルグル

ープ労働組合（以下「グループ労 ）を結成した。エクソンモービルグ」
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ループには、現在、上記３組合（ス労自主、ス労、グループ労）の外に

東燃ゼネラルの従業員で組織される全石油ゼネラル石油労働組合（以下

「ゼネラル石油労 ）があり、これら４組合が併存している。」

ちなみに、同月当時のエクソンモービルグループの従業員籍を有する

組合員数は、ス労自主８名、ス労３７名、グループ労約１，７００名、

ゼネラル石油労７４名であった。

(審査の全趣旨)

２ 支部結成の経緯とその後の労使関係について

( ) 昭和５１年６月、エッソ石油は、争議行為時の暴行及び傷害の容疑で1

逮捕されたス労組合員５名のうち４名を懲戒解雇し、同５５年７月にス

労中京分会連合会エッソ石油名古屋支店分会の書記長を大分へ配転した。

これに対しス労は「反弾圧闘争」と称して上記の解雇及び配転の撤回闘

争等を行った。

同５６年６月２２日、東京地方裁判所は、上記組合員５名のうち２名

を無罪とし、残りの３名については罰金刑に処する旨の判決を言い渡し

たが、この判決に対し控訴をすべきか否か等をめぐってス労内部におい

て意見が対立し、同５７年８月の定期全国大会で控訴しないことを主張

する新本部とこれに反対するグループとの対立が決定的となり、以後ス

労は事実上分裂状態となった。その結果、新本部の方針に反対して上記

定期全国大会をボイコットしたモービル大阪支店支部、エッソ大阪支部、

中京分会連合会、中国分会連合会及び四国分会連合会の組合員が中心と

なり 「ス労とス労の闘争を継承・発展させる」として同年９月２５日、

にス労自主が結成され、同年１０月１４日に、同日付け組合結成通告書

及び団交要求書を会社及びエッソ石油にそれぞれ提出した。

これに対し、会社は、ス労自主がス労からの脱退手続をとっていない

ことからス労内部の組織か、あるいは会社が正式に対応すべき組織か判
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断できないとして、団交には応じられない旨答えるとともに、ス労自主

組合員がス労を脱退したか否か不明であるとの理由で同組合員の給料か

ら差し引いた組合費相当額を労務統括課長である Ｙ３ 名義の銀行口座

に保管した。

一方、ス労モービル大阪支店支部（当時の同支部の組合員は５名）は、

同年１０月１４日、臨時の支部大会を開催してス労自主への組織加盟を

決議し、同日付けで会社に組織加盟通告を行い、ス労の組合員であった

Ｘ３、Ｘ１、Ｘ４及び Ｘ２ の４名(以下「Ｘ３ら４名 ）は支部組合員」

となり、支部を構成した（ちなみに、支部大会においてス労自主への加

盟に反対した１名は、ス労自主本部（以下「本部 ）及び支部の統制に」

服さず、後日ス労自主は、同人がス労自主組合員でないことを確認し

た 。。）

( ) 昭和５８年３月２５日、大阪地労委の交付したス労自主の組合資格審2

査決定書（同月１０日付け）の提示を支部より受けた会社は、同年４月

７日にス労自主に対し労使関係を結びたい旨申し入れ、それ以後会社は、

ス労自主を正式に対応すべき組織として、同月中に団交を開催し、また、

同年７月には前記( )記載の組合費相当分を各ス労自主組合員の銀行口1

座に振り込んだ。

( ) 昭和５９年４月２０日、ス労自主は、春闘要求等のため旧大阪支店及3

びエッソ石油大阪支店においてストライキ闘争を行った。その後、同年

６月３０日から同年７月１３日にかけて、上記エッソ石油大阪支店での

ストライキ闘争に参加したＸ３ら支部組合員３名を含むス労自主組合員

等２９名が、建造物侵入の容疑で大阪府警察本部に逮捕されたが、上記

支部組合員３名は同月１２日に釈放された。

( ) 昭和６０年３月１４日、会社は、前記( )記載の旧大阪支店における4 3

ストライキ闘争に加わったこと等を理由にＸ３ら４名の組合活動が行き
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過ぎであるとして、同人らに対し出勤停止２日あるいは減給１ ５日分.

の懲戒処分を行った。

( ) 昭和６１年３月１日、会社は支店統廃合を行い、これに伴い、大阪第5

一支店長を務めていた Ｙ４ が大阪支店長となり、新設ポストである大

阪支店長代理として会社本社（以下「本社 ）から Ｙ５ （以下「Ｙ５」

支店長代理 ）が赴任した。以後、Ｙ５支店長代理は、Ｙ４支店長の下」

で大阪支店の労務の窓口となり、支部との事務折衝に当たることになっ

た。

なお、本部と本社との団交（以下「本部団交 ）は本社人事部労務・」

人権啓発担当副部長大阪駐在が会社代表代理として担当し、支部と大阪

支店との団交（以下「支部団交 ）は大阪支店長が大阪支店会社代表と」

して担当していた。

( ) 昭和６１年４月３日及び同年５月７日、支部は、支店統廃合後、支部6

組合員に対する不当監視及び労使慣行破壊がなされているとして、会社

に対し抗議文を提出し、また、同年１２月４日にもＸ３に対し不当業務

命令が乱発されている等として、抗議書を提出した。

これに対して会社は、服務規律違反及び会社構内における組合活動

（ゼッケン着用、組合旗掲揚、ビラ・ステッカー貼付等）について、同

年８月６日及び同年９月２４日には申入れ等の文書を、また、同年１１

月１８日には厳重注意文書を、さらに、同年１２月１６日及び同６２年

１月２０日には警告文書を支部に手交するなどした。

３ 本件差別発言に関する団交について

( ) 本件差別発言と会社の団交打切り宣言に至る経緯について1

ア 昭和５０年１月から同年５月にかけて本社と大阪第一支店が「全国部

落リスト」等の差別図書（その中には「新左翼闘争での逮捕者リスト」

等が含まれていた ）を購入していた事実が同５１年３月に発覚し、部。
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落解放同盟の会社に対する「部落地名総鑑購入確認糾弾会」を経て、同

５２年以後、会社は、社内同和研修を行うようになった。

イ 同５８年６月７日、本社財務部所属でモ労組合員であるＹ１は、就

業時間中に総務部大阪事務所の女性社員に電話をしたところ同人が席に

おらず、代わりに電話を取ったＸ３と次のような電話のやり取りを行っ

た。なお、Ｙ１は、同４６年から同５５年５月まで大阪第一支店におい

て勤務した後に本社に異動した者であり、同支店勤務時にはス労の組合

員であって支部委員長代行を務めたこともあったが、本社への転勤の前

後にス労を脱退してモ労に加入していた。

Ｙ１「クレジットのＹ１です」

Ｘ３「そんな人知らんわ」

Ｙ１「Ｘ３さんでしょう。まだいるの。ところで、組合の方で頑張って

いるの」

Ｘ３「まだいたら悪いの。Ｙ１さんは二組とちがうの」

Ｙ１「モービル労組や。二組なんて差別だ。あんたらだって年増部落と

言われたら嫌でしょう」

Ｘ３「えらい言い方やね。問題やないの。本社ではそんな同和教育して

んの。ビラで明らかにします」

Ｙ１「いらんこと言った。ごめん」

このやり取りの中のＹ１の本件差別発言である「あんたらだって年増

部落と言われたら嫌でしょう」との発言を問題としたＸ３は、電話を終

えた後、Ｘ４ら同じ職場の同僚にＹ１から本件差別発言があった旨を告

げた。その際机がＸ３の机の真後ろに配置されていたＸ３の上司の総務

部大阪事務所総務課長Ｙ６（以下「Ｙ６課長 ）は、上記のＸ３と同じ」

職場の同僚とのやり取りを耳にした。

ウ 同５８年６月９日、Ｙ６課長は人事・総務大阪事務所長Ｙ７（西日
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本地区同和担当責任者。以下「Ｙ７所長 ）に報告を行い、同所長から」

旧大阪支店に出張していた本社人事訓練課長Ｙ８（以下「Ｙ８本社課

長 ）に報告がなされ、Ｙ８本社課長から本社人事部副部長Ｙ９に同報」

告が伝えられた。

エ 同５８年６月１０日、本社財務部副部長 Ｙ は、Ｙ１に対し口10

頭による注意を行った。同月１３日、Ｘ３は、東京支店従業員を通じこ

の事実を知った。

オ 同５８年６月１４日、会社は本件差別発言の事実を確認するため、

Ｙ６課長を通じてＸ３に対し事情聴取を行った。この中で、Ｘ３は、事

情聴取を行う以前に会社が同人に直ちに事実確認をしなかった理由及び

会社が本件差別発言のもみ消しを図ったのではないかとの疑問について

直接Ｙ７所長が釈明するよう要求したが、会社は、これに応じず、Ｘ３

の協力が得られないなら仕方がないとして、この事情聴取を打ち切った。

カ 同５８年６月１５日、会社は、Ｙ１に「差別発言の経緯と反省」と

題した文書を提出させた。その中で、同人は 「本件差別発言の『年、

増』という語が独身にあって比較的高齢に達しようとする彼女（たち）

にとって快い言葉であろうはずもなく、さらに『部落』という差別用語

とあいまって彼女（たち）が言い知れぬ憤怒を感じたとしても当然であ

る 「現在では『部落』という言葉は『被差別部落』を意味し、その意」

味から『好ましくない者の集まり』という語感で受け止められることが

むしろ自然である」旨述べ、Ｘ３ら４名に対する差別発言であることを

認めた。

一方同日、支部は、会社に対して別件で開催された支部団交におい

て、本件差別発言の事実及び会社がＸ３に事実確認をしないままＹ１に

注意を与えた事実に関して、会社の差別体質と支部組合員に対する不当

監視についての重大な問題があるとして、会社が調査し確認したうえ支
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部と話し合うよう、申し入れた。これに対し、会社は、調査のうえ次回

支部団交で回答すると答えた。

キ 同５８年６月１７日、会社は、会社の管理職に対し「最近、本社社

員が大阪の女子社員と電話中に差別用語を使う 「これらの言葉は極め」、

て差別的であり人権を侵害するおそれ 「社員の同和問題に関する理解」、

がまだ十分でなく改善を要する 「今後も同和問題に積極的に取り組む」、

必要性」の各点を指摘し 「管理者が職場の同和問題の認識状況を点、

検」及び「会議や研修によって取組みを強化」方を要請する旨記載した

社長

Ｙ （以下「Ｙ 社長」という）の文書を配布したうえ、この問11 11

題への取組みの強化を指示した。

11ク 同５８年６月２２日 会社は 全国支店長会議において上記キのＹ、 、

社長名の文書を再度配布し、改めてその趣旨の徹底を図った。

ケ 同５８年７月５日、支部と会社の間で同年６月１５日申入れに基づ

『 、く「 年増部落』差別発言の件」を議題とする第１回の支部団交（以下

この支部団交を「第１回支部団交」といい、その後会社による団交打切

り宣言までの上記議題について行われた支部団交をその回数に応じ「第

２回支部団交」ないし「第７回支部団交」という ）が開催された。支。

部は、本件差別発言を会社が知ったのは、会社が支部組合員らを不当監

視していたからであるとして会社を追及した。これに対し会社は、Ｘ３

の電話及びその後の同僚とのやり取りから、Ｙ６課長は本件差別発言が

あったことを察知した旨答えた。支部は、また、Ｘ３に事実確認をしな

いままＹ１に注意を与えた理由について追及したが、会社は、次回コメ

ントするとの回答をした。

コ 同５８年７月２７日、第２回支部団交が開催された。この席上、支

部は経過説明を行うよう要求し、会社は、本件差別発言が本社に伝えら
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れた経過及びその後の対応等について説明した。当該説明の中での「会

社の差別体質はなくなったのに今回の問題が起きて残念だ」との会社の

発言に対し、支部が 「差別体質がなくなったとはどういうことか 、、 」

「(なくなったのなら)なぜ『年増部落』差別発言がス労自主に対して投

げつけられるのか」等と会社に釈明を求めるとともにその責任を追及し

たところ、会社は上記発言を撤回した。さらに支部は、会社に対し、上

記発言がなされたこと並びに会社がス労自主（支部）及びＸ３を無視し

て社長名の文書を管理職に配布して趣旨徹底を図ったこと等（上記キ及

びク）は会社の差別のもみ消しであることに抗議するとともに、差別発

言を受けたＸ３に対して会社が釈明及び謝罪を行うよう要求した。する

12と、大阪第一支店長（大阪支店（ﾏﾏ）同和問題推進委員長） Ｙ

（以下「Ｙ 第一支店長 ）は 「会社に差別体質があった。差別発言12 」 、

を受けた人に謝罪しなければならないと思う」と発言（以下「Ｙ 発12

言 ）した。」

なお、同日、部落解放豊中市民共闘会議（以下「豊中市民共闘 ）主」

催の事実確認会（以下「事実確認会 ）が開催され、Ｙ７所長らが出席」

した。この中で、豊中市民共闘は、本件差別発言を知ったのは会社から

の報告ではなく、地名総鑑購入企業として連絡を取っていた支部からで

あり、要請するまで会社からは報告がなかったことを指摘し、会社がＹ

１の反省文のみを持参したのに対し、会社としての文書を提出するよう

要請した。

ちなみに、支部は、豊中市民共闘の構成メンバーではなかったが、

支部の前身であるス労モービル大阪支店支部当時の、モービル石油が上

記アの差別図書を購入していた事実が発覚したころ以降、同共闘の会議

に準メンバー格として出席してきた。

サ 同５８年８月２５日、第３回支部団交が開催された。この席上、支
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部が 「Ｘ３になぜ事実確認をしなかったのか」と質したところ、会社、

は、その問には返答せず 「差別をなくすために同和研修をしていきた、

い」と発言した。これに対して支部が、更に｢同和研修をやるのは結構

であるが、会社は『年増部落』差別発言のどこが差別であると認識して

いるのか｣と質したところ、会社は 「本件差別発言は 『年増』は女性、 、

の年齢のいった人に対してであり 『部落』は被差別部落を指すもので、

あり、良くない」と述べた。これに対し、支部は「本件差別発言は、会

社がス労自主の団結破壊をする意思をもってやらせたのではないか」な

どと追及したが、会社はこれを否定した。

なお、会社は、事実確認会での豊中市民共闘の要請に基づき、部落

解放同盟豊中支部長宛のＹ 社長と人事担当取締役(本社同和問題推進11

委員長） Ｙ （以下「Ｙ 取締役 ）連名の同月３０日付け文書13 13 」

（ 差別発言問題についての事実報告」及び「差別発言問題についての「

反省と決意 ）を同同盟の中央本部及び豊中支部に提出した。」

同文書には 「今回の問題は、直接的にはＹ１が引き起こしたもので、

あ(る)…が、より本質的には社員一人ひとりの意識を変革し差別解消の

実践へと結びつけられなかった当社の同和問題に対する取組みのすすめ

方に問題があると痛感しております」等の記載があった。

シ 同５８年９月８日、第４回支部団交が開催された。この席上、支部

は会社に対し、本件差別発言の釈明・謝罪要求書（以下「釈明・謝罪要

求書 ）を提出した。同要求書には、会社の対応は、Ｘ３には確認せず」

にＹ１を探し出して上司が叱責後にＸ３に事情聴取の連絡をし、支部の

釈明・謝罪要求に全く応えない等Ｘ３及び支部を一切無視し、一方部落

解放同盟には釈明する等差別発言のもみ消しにだけ奔走したものであり、

ス労自主に対して差別発言を投げつける差別、分断、排除の企業体質は

許さないとして、同発言の釈明・謝罪を要求する旨記載されていた。
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これに対して会社は 「本件差別発言をしたＹ１から事実を確認した、

から、Ｘ３には聞かなくてもよいと判断した 「会社の企業責任の中に」、

従業員の差別意識をなくしていく（責任はある）が、従業員の会話に会

社がいつでも責任を持つものとは感じない 「会社がＸ３及びス労自主」、

に謝罪する必要はない 「電話での発言で個人と個人とのやり取りであ」、

る 「Ｙ 発言は、主語が会社とは言っておらず、会社が謝罪すべき」、 12

とは言っていない」と答えた（なお、Ｙ 第一支店長はこの日の団交12

には欠席していた 。。）

ちなみに、この団交の席上で支部は、豊中市民共闘主催の狭山現地

調査への参加要求書も併せて会社に提出した。

ス 同５８年９月２８日、第５回支部団交が開催された。この席上、支

部は、会社に対し釈明・謝罪要求書に基づいて会社の釈明、謝罪を求め

た。これに対し会社は 「人事・雇用に対しては差別しない 「同和研、 」、

修をやる 「本件差別発言はプライベートな中で出た発言であり、会社」、

が謝罪すべき問題ではない」と述べた。

セ 同５８年１０月１１日、支部から会社への団交申入れにより狭山現

地調査の件で支部団交が開催された。この席上、会社は支部に対し、

「狭山現地調査の件も本件差別発言の件も同和問題である。同和問題は、

労使の利害について話し合うという性質のものではないので、団交議題

とならない」と会社の見解を述べた。

なお、会社は、同月２５日の支部団交において、狭山現地調査の件

について 「初めから団交議題とは考えていなかった」と述べた。、

ソ 同５８年１１月１５日、狭山現地調査の件で上記セに引き続いて支

部団交が開催された。この席上、会社は支部に対し 「同和問題は全従、

業員の問題であり、会社対支部の問題ではないので、団交議題とはなら

ない」と再度会社の見解を述べた。
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タ 同５９年３月１９日、同年 月２３日にＹ 取締役の同年３月３１1 13

日付け早期退職が発表されたのに伴い 「Ｙ を退陣させた後の本件差、 13

別発言など一連の差別の責任者は誰か」を議題とする支部団交が開催さ

れた。この席上、会社は支部に対し 「同和問題は団交議題ではない」、

との見解を繰り返した。

また、同年３月１日付けで Ｙ４ が本社から大阪第一支店長に赴任

（以下「Ｙ４第一支店長 ）したことに伴い、大阪第一支店長から大阪」

第二支店長に異動したＹ （以下「Ｙ 第二支店長 ）は、前任者の12 12 」

Ｙ 大阪第二支店長の後を受けて支部団交の会社代表に就任してこの16

団交に出席していたが、上記コのＹ 発言について 「 謝らなくては12 、『

ならない』の主語はＹ１であり会社とは言っていない。Ｙ１が謝らなく

てはいけないと思うと言ったのだ」と述べた。

チ 同６０年９月１３日の午後２時から同４時５０分ころまで大阪市内

において、Ｙ１の出席のもと、支部組合員及び本部役員並びに会社側の

代表者と部落解放同盟との間で、同同盟中央本部主催の本件差別発言に

関する確認糾弾会が開かれた。

この確認糾弾会において、本件差別発言は、支部ないし支部組合員

４名（すなわち、Ｘ３ら４名。以下同じ ）に対するものであることが。

確認され、出席していた会社側の代表者である人事担当のＹ２取締役は、

①本件差別発言問題の背景と反省を文書にまとめ、これを全社員に社内

誌で周知すること（会社は事前に部落解放同盟に当該文書を提出するこ

と 、②同和問題に対する取組みが不十分であったことの反省の下に、。）

会社内の同和研修のやり方を改めていくこと、③同和研修の改善の問題

を初め、同和問題への取組みを改善していくようＹ２取締役が自ら支部

組合員４名と話し合うことを約束した（以下これらの約束を「約束①」

ないし「約束③ 。」）
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なお、会社は、上記①の本件差別発言に関する確認糾弾会の背景と

反省を文書にまとめて提出するようにとの部落解放同盟側の求めに応じ、

Ｙ 社長とＹ２取締役連名の同年１１月１付け同同盟中央本部執行委11

員長あての文書で、本件差別発言の経過、本件差別発言の差別性と今後

の会社の取組みについて報告をした。

ツ 同６０年９月２５日、第６回支部団交が開催された。この席上、会

社は支部に対し 「本件差別発言は同和問題である。確認糾弾会を踏ま、

えたとしても団交の協議事項ではないが、何らかの場で説明する考えは

ある」旨述べた。

テ 本部は、同６０年１０月４日に「 年増部落』差別発言の件」を議題『

とする団交要求書を提出し、一方、支部は、同月７日及び９日の事務折

衝で「 年増部落』差別発言の件」を議題とする団交開催及び確認糾弾『

会に基づくとして当該団交へのＹ２取締役の出席を求める要求書を提出

した。

同月１８日、本部と会社との間で「 年増部落』差別発言の件」を議『

題とする本部団交が開催された。この席上、会社は「本件差別発言の件

は団交議題ではない。この件とは別に、今後Ｙ２取締役が団交へ出席す

ることはある」旨述べた。

また、同日、支部は事務折衝において 「確認糾弾会から１か月以上、

経過しているのに返事がないが、会社は何を検討しているのか。なぜ釈

明の答えが遅いのか。どのレベルで検討しているのか。Ｙ２取締役はい

つ団交に出席するのか」について文書にて釈明を求めた。

ト 同６０年１１月５日、会社は、確認糾弾会での約束②を踏まえ、本

件差別発言をテーマとした社内同和研修を大阪支店２階の会議室で行っ

た。この研修において会社は、Ｙ４第一支店長を通じ確認糾弾会の報告

を行った。その際、Ｙ４第一支店長は 「Ｘ３が二組と言ったから、Ｙ、
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１が「年増部落」と言った。人間には感情がある。だから、皆さんはど

んなに教唆扇動されても、我慢しなければならない」旨述べた。なお、

この研修の参加人数は５０名程度でその構成は支部組合員２名、管理職

１５名、その他はほとんどがモ労組合員であった。

ナ 同６０年１１月１２日、第７回支部団交が開催された。支部が上記

テの事務折衝における釈明要求についての回答及び謝罪を求めたところ、

会社は 「団交の場ではないが、Ｙ２取締役は４名と話をする 「 年増、 」、『

部落』発言は良くないと考えるので、今後も研修をやっていくことを検

討している 「会社は支部組合員を不当監視した事実はない 「本件差」、 」、

別発言に関して、会社は、Ｘ３ないし支部に謝罪する必要はないと考え

る 「人権・同和問題は団交議題ではない。しかし、今日まで団交の場」、

で説明している」旨最終見解を述べ 「これでこの関連の団交は打ち切、

る」と宣言した。

( ) 本件差別発言に関する会社の団交打切り宣言後の経過について2

、ア 昭和６０年１１月１９日、会社は、確認糾弾会での約束①を踏まえ

Ｙ 社長名の「年増部落発言問題について」と題する文書を全社員に11

配布した。

イ 同６０年１２月２７日、支部は、会社との事務折衝において 「 年、『

増部落』差別発言の件」等を議題とする支部団交の開催を要求し、当

該団交には確認糾弾会での約束③を踏まえＹ２取締役が出席するよう

要求した。

これに対して会社は、翌６１年１月１３日の事務折衝において 「Ｙ、

。２取締役の出席は、団交ではやらない。同和研修でやる」と回答した

ウ 同６１年１月２９日 「Ｙ２取締役の支部団交出席の件」等を議題と、

する支部団交が開催された。この席上、会社は支部に対し 「Ｙ２取締、

。役は団交以外の場で幹部として従業員の皆さんと話をする」と述べた
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エ 同６１年９月１日の支部団交、同年１２月４日の事務折衝及び同６

２年１月２０日の支部団交がそれぞれ開催された。これは、同６１年

９月１日付け「抗議・釈明・謝罪要求書（２１項目 」及びこれに３１）

項目を加えた同年１２月４日付け「抗議・撤回・釈明・謝罪要求書

（５２項目 」を議題とするものであり、その第１１項目に「 年増部） 『

落』差別発言の投げつけに代表される差別労務政策を取り続けたこ

と」を不当労働行為とし、その謝罪と撤回を要求する旨を記載してい

た。

オ 同６２年６月２３日 「①組合掲示板枠外掲示物折り込み、②組合旗、

撤去・保管、③組合ビラ受け取り拒否」を議題とする支部団交が開催

された。その際、支部は会社に対し、当日の団交議題に対する趣旨説

明を記載した文書を読み上げたが、その中で本件差別発言に関し 「会、

社は、確認糾弾会で確認された会社の差別体質を改めていない」旨抗

議した。

これに対して会社は 「趣旨説明の大半は、事務折衝で確認した今日、

の団交議題とは関係がない」等と述べた。

支部は後日、同日付で上記の趣旨説明を記載した文書を会社に提出

した。

カ 同６３年３月１７日 「就業中のゼッケン着用」を議題とする支部団、

交の際、支部は、団交議題に対する見解を記載した同日付け文書を提

出して支部の見解を述べたが、当該文書には「確認糾弾会において、

会社に依然として差別体質があったこと 『年増部落』差別発言は支部、

の４名の女性組合員に対し投げつけられた事が明らかになり、厳しく

会社の差別体質が糾されたにもかかわらず、会社は未だ組合への謝罪

はおろか、確認糾弾会の約束③の履行をしていない」旨の会社への抗

議が記載されていた。
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これに対して会社は、団交議題に対する見解を述べるに留めた。

キ 同６３年４月１４日の事務折衝の際、支部は、同月７日付「春闘要

求書」に加えて同月９日付け「反弾圧要求書（１３項目 」を提出して）

会社に要求を行った 「春闘要求書」の中の反弾圧要求には「下記の如。

き差別攻撃等の撤回と謝罪を求める」として、その第９項目に「Ｙ１

による『年増部落』差別発言」が、第１４項目に「確認糾弾会におけ

る確認事項の不履行」が記載されていた。

ク 同６３年６月３０日、支部は、事務折衝の場で、会社に対し本件差

別発言について、確認糾弾会での約束③が未だに履行されていないこ

とに抗議するとともに、同約束に基づいて 「Ｙ２取締役の支部団交出、

席」を議題とする同月２９日付け団交要求書を提出した。

これに対して、会社は 「 Ｙ２取締役が支部組合員）４名と話をす、（

る用意はある。ただし、団交の場ではない」と従来と同様の回答をし

た。

しかし、その後会社は、この議題に関して、翌７月１２日の事務折

衝を支部に申し入れ、当該事務折衝の場で 「６月３０日に『４名と話、

17をする』と言ったが （Ｙ２ではなく）人事の最高責任者であるＹ、

が会うということで確認されたい」と発言した。ちなみに、Ｙ２取締

役は、このころ常務取締役に就任した。

ケ 同６３年７月２２日、支部は、事務折衝の場で、会社に「 年増部落『

差別発言の件』団交拒否に対する抗議書」を提出し、改めて本件差別

発言に関する団交への応諾の要求及び「Ｙ２常務取締役（当時労務担

当役員）の団交出席」との記載による要求をした。なお、当該文書に

は 「第二組合員Ｙ１の『年増部落』差別発言と会社の積極的擁護及び、

それに基づく組合攻撃は会社のいう同和問題であるにとどまらず、ス

。労自主を職場の中で公然と差別、分断、排除する不当労働行為である
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組合は『本件差別発言は同和問題である』を口実に団交拒否を続ける

会社に対して厳重に抗議する」と記載されていた。

これに対して会社は 「同和問題は団交議題ではない」と従来の主張、

を繰り返した。

コ 同６３年９月５日、支部は、本件差別発言について会社が団交拒否

をしているとして、大阪地労委に対し不当労働行為救済申立て（大阪

地労委昭和６３年（不）第５３号事件）を行った。

サ なお、Ｙ２常務取締役は、その後、専務取締役に就任したが、平成

９年３月に会社の役員を退任した。

(審査の全趣旨)

４ 事務折衝拒否について

( ) 昭和５７年１０月１４日の支部結成以降、支部と会社は、事務折衝を1

行ってきた。その中では、支部団交の日時の設定、団交事項の整理及び

争議行為の通知等の事務処理的事項についての折衝のほか、支部の質問

事項に対する回答や団交の場で会社が説明できなかった点の補足等が行

われていた。

事務折衝のメンバーは支部組合員４名全員と会社側Ｙ７所長及びＹ６

課長との間で行われており、日時の設定は双方が口頭で確認し合う方法

によっていたが、会社が緊急性がないことあるいは忙しいことを理由に

事務折衝に応じなかったり、一日における回数を制限することはなかっ

た。また、事務折衝は、就業時間中に行われていたところ、会社は事務

折衝の前後おおむね１０分間を待機時間として扱い、事務折衝中の時間

を含め賃金を保障していた。

このような状況の中で、同６０年９月、Ｙ６課長が「事務折衝は支部

団交に準ずるから、待機時間については介入しない」と発言するなど、

支店統廃合までは、事務折衝をめぐる紛争はほとんどなかった。
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( ) 昭和６１年３月１日の支店統廃合以降、前記２( )認定のとおり、Ｙ５2 5

支店長代理が支部との事務折衝に当たることになった。

( ) 昭和６１年４月３日の事務折衝において、Ｙ５支店長代理は、今後事3

務折衝を支部及び会社側それぞれ１名対１名で行いたい旨述べ、事務折

衝のメンバーについて人数制限を申し入れ、以後会社側はＹ５支店長代

理のみで対応するようになった。

また、その後の事務折衝においても会社は、従来労使双方口頭で時間

のみを確認していた事務折衝の設定方法を改め、支部に対して事前に案

件を明らかにするよう申し入れ、Ｙ５支店長代理は、従来認められてい

た前後おおむね１０分間の待機時間は不要であると述べるようになった。

また、会社は 「緊急性がない。忙しい」との理由で、支部の申し入れ、

た事務折衝に応じないこともあった。

これに対し支部は、緊急性がないことあるいは忙しいことを理由に会

社が事務折衝に応じないことは、事務折衝の拒否であるとして会社に対

し、この件について団交で協議するよう要求した。

( ) 昭和６２年８月３１日 「会社の事務折衝の拒否の件」で支部団交が4 、

開催された。この席上、会社は 「支部事務折衝のもち方について」と、

題する文書（以下この項において「８月３１日会社文書 ）を提出し、」

①緊急性のないものは当日事務折衝をもつ必要はない、②会社及び支部

とも担当者１名で事務折衝に赴く、③ストライキ通告は事務折衝の場で

行う必要はない旨申し入れた。これに対して支部は、８月３１日会社文

書は過去の労使関係を破壊するもので容認できないとして会社に対し、

団交で継続して協議するよう求めた。

( ) 昭和６２年９月１日以後、支部が事務折衝の開催を求めたところ、会5

社は 「一人で来い 「緊急性がない、忙しい 「１回答えたものは何、 」、 」、

度もする必要がない」として事務折衝に応じないことがあった。
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( ) 昭和６２年１１月１１日、支部団交の席上、支部は、本部の指令に基6

づき事務折衝のもち方について、①事前に事務折衝の案件を明らかにす

る、②原則として支部組合員２名で事務折衝に臨む用意がある、との見

解を明らかにし、以後支部はこの見解に基づき事務折衝に臨んだ。

しかしながら、その後も支部の申し入れる事務折衝に対して、会社は

「その案件ならもう十分話をした 「協議事項ではない」との理由で断」、

ることもあった。

昭和６２年１２月４日から同６３年６月３０日までの間における会社と

支部の間での団交以外の事務折衝等の労使の折衝（電話でのやり取り等

を含む ）の月別回数はおおむね次表のとおりである。。

（注１ （ ）内は、ストライキ通告のみを行ったもので外数。）

（注２）[ ] 内は、支部の主張する事務折衝及びストライキ通告の回数。

( ) 昭和６３年７月１９日、支部は 「会社の支部に対する団結破壊を目8 、

的とした不当、かつ意図的な事務折衝拒否に対して厳重に抗議するとと

もに、即刻、不当な事務折衝拒否を撤回し、支部の事務折衝申入れに対

し、誠意をもって応ずるよう要求する」旨記載した同月１８日付けの抗

１０[ ]9３（２）[ ( )]1 1同年 月6

４[ ]1４（４）[ ( )]2 3同年 月5

７[ ]4２（５）[ ( )]0 3同年 月4

６[ ]5５（４）[ ( )]0 2同年 月3

９[ ]10６（１）[ ( )]0 0同年 月2

５[ ]7７（０）[ ( )]1 0昭和 年 月63 1

０[ ]1９（１）[ ( )]1 1
62 12 4昭和 年 月

日～同月末日

会社が折衝に応じなかった回数折衝が行われた回数年 月
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議書を会社に提出した。

( ) 昭和６３年９月５日、支部は、支部が申入れた事務折衝を会社が恣意9

的に拒否しているとして、後記５( )ケのＸ１及び Ｘ２ の本件異動に2

関する団交拒否の申立てと併せて大阪地労委に対し不当労働行為救済申

立て（大阪地労委昭和６３年（不）第５４号事件）を行った。

５ Ｘ１及び Ｘ２ の異動と団交について

( ) 本件異動に先立つ支店統廃合時の異動に関する事前協議をめぐる労使1

交渉の経緯について

ア 昭和６１年３月１日、支店統廃合に伴い、支部三役であったＸ３ら

４名についても所属部署の異動が行われ、総務部大阪事務所に所属し

ていたＸ３及びＸ４は、大阪支店総務課に、大阪第二支店総務課に所

属していたＸ１及び Ｘ２ は、それぞれ大阪支店工業用製品販売部潤

滑油第１課及び同第２課に異動（以下「統廃合時異動 ）となった。統」

廃合時異動に先立ち、支部は、支店の統廃合(合理化による組織の改編

自体)については、労働条件の変更であり、さらに、統廃合時異動につ

いては、支部三役の配置転換（以下「配転 ）であり、また、所属部署、」

業務内容、上司及び机の位置の変更を伴う重大な労働条件の変更等で

あるとして、支部との事前の協議ないし同意（以下単に「事前協議 ）」

を得たうえで実施するよう求めた。この場合において、支部三役の配

転についての事前協議を求める主張は、ス労自主が結成される以前に

ス労と会社との間で締結された労働協約において、労働組合三役の

「転勤」は事前協議事項である旨を定めた条項（以下「事前協議約

款 ）がス労自主にも適用されるとの主張に基づくものであった。これ」

に対し会社は、同年１月２９日、同年２月４日、同月２１日及び同月

２５日に支部団交を開催し、支部に対し、支店の統廃合については、
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支店統廃合の目的、業務上の必要性等について説明を行ったが、統廃

合時異動については、①今回の支部三役の異動は転勤ではないから事

前協議約款の対象ではない、②支部組合員らに労働条件の大きな変更

は生じず、組合（支部）の同意を得るまで支店統廃合を行えないとい

う事柄でもない、また、③同じ建物内の異動であるから組合活動にも

影響はない、しかし、④異動後の業務遂行の中で具体的な労働条件上

の具体的な問題が出てくれば、その時点で団交に応じる旨述べ、事前

協議や団交に応じなかった。

なお、当時、会社とス労自主（支部）との間には事前協議約款を初

めとして労働協約は締結されておらず、本件初審審問終結時現在交渉

中である。ちなみに、ス労と会社との間で締結された事前協議約款に

おいて事前協議が義務付けられていた労働組合三役の「転勤」につい

ては、会社は、勤務事業所の変更を伴う異動と解しており、実際の運

用においても同様の取扱いをしていた。このことは、同様の事前協議

約款を締結している他の労働組合についても同じであった。

イ 同６１年３月３日、４度にわたる事務折衝が行われた後、事前協議

事項であるか否かをめぐる支部と会社との主張が対立したまま、会社

は支部団交の打切りを宣言し、支部組合員らに対し新しい部署で業務

に就くよう業務命令を発した。

これに対しス労自主は、上記支部三役の異動に関する支部団交を含

め、支店統廃合に伴う諸問題について会社が団交拒否を行っていると

し、その他の請求事項と併せて、大阪地労委に不当労働行為救済申立

て（大阪地労委昭和６２年(不)第３２号）を行ったが、これを却下及

び棄却されたため、当委員会に再審査を申し立てた（平成６年（不

再）第４８号 。当委員会は、平成１９年１０月１１日付け命令でこれ）

を棄却した。
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( ） 受注業務の移管に伴う本件異動とこれに関する団交について2

ア 昭和６３年７月当時、Ｘ１は大阪支店３階の工業用製品販売部潤滑

油第１課に、 Ｘ２ は同じく３階の同第２課に所属し、同人らは潤滑

油販売の受注業務と営業事務的業務を担当していた。

なお、当時Ｘ１は支部の執行副委員長であり、 Ｘ２ は支部の書記

長であった。

イ 同６３年７月１８日、大阪支店次長 Ｙ （以下「Ｙ 次長 ）は、14 14 」

Ｘ１及び Ｘ２ の両名に対し同年８月１日から大阪支店の扱う工業用

製品（潤滑油、化学品及び燃料油）のうち潤滑油の受注業務が大阪Ｃ

ＯＢに移管（以下「受注業務の移管」という）されることに伴い同人

らの業務及び所属課が変わることになるので、決まり次第、追ってラ

インを通じて説明する旨述べた。

ウ 同６３年７月１９日、事務折衝の席上、支部は、①受注業務の移管

に伴う異動は重大な労働条件の変更であること、またこれは、②支部

三役を対象としているので事前協議約款が適用されることから、団交

を開催して事前協議を行い、組合（支部）の合意を得てから行うべき

であるとして、会社に対し支部団交の要求を行った。

これに対して会社は、① Ｘ２ については、現在行っている営業事

務の仕事がそれほど変わるものではなく、同人のキャリア等を考慮す

ればやっていける内容であること、②Ｘ１については、従来と同様の

仕事をするのであって、単なる部署替えであることから、いずれも本

件異動においては労働条件に大きな変更はなく、また、③ス労との事

前協議約款に規定する「転勤」とは勤務事業所の変更であるところ、

本件異動は配転及び単なる部署替えであるからそれに該当しない旨述

べ、 団交で協議すべき問題ではないとして、この要求に応じなかった。
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エ 同６３年７月２５日、Ｙ 次長は、 Ｘ２ に対して「受注業務の移14

管に伴い、８月１日付けで大阪支店業務課で働いてもらうことにしま

、す」旨、また、同年７月２７日、Ｘ１に対し「受注業務の移管に伴い

８月１日付けで工業用製品販売部の業務課に移ってもらい、従来の受

。注業務以外の仕事をしてもらいます」旨本件異動の事前説明を行った

オ 同６３年７月２７日、事務折衝の場で支部は 「 Ｘ２ 組合員の大阪、

支店業務課への配置転換及びＸ１組合員の業務変更の件」を議題とす

る支部団交の要求を行った。これに対して会社は「団交の場を借りて

明日説明する」旨回答した。

カ 同６３年７月２８日、会社は、本件異動が支部の主張する事前協議

事項に該当しないことを明らかにするため、団交の席を借りて説明す

る旨意見表明したうえで、支部団交を開催した。この席で会社側代表

の大阪支店長 Ｙ は本件異動に関し 「受注業務の効率化のため他18 、

の支店ではＣＯＢでの受注体制を取っている。遅れていた大阪支店に

おいても、大阪ＣＯＢでの受注体制が整ったこと、顧客の要請、時代

の流れ、事務の効率化を考慮して受注業務のＣＯＢ移管を決定し、こ

れに伴い本件異動を行ったものである」としたうえで 「①これによっ、

てＸ１及び Ｘ２ の業務について大幅な労働条件の変更が起こるとは

考えられず、客観的に見て、日常業務の変更と考えている、②組合は

Ｘ１及び Ｘ２ が支部三役であるから事前協議の対象として団交を申

し入れているが、同一事業所内での似たような業務への変更であるか

ら事前協議は必要ない」旨の説明を行った。これに対し支部は、本件

異動は支部三役の配転であり、事前協議約款においても（事前）協議

事項である旨明記してあり、また、本件異動は労働条件に大きな変更

が生じるとして、支部との事前協議を求め、これが整うまで本件異動

は行わないよう申し入れた。しかしその後、両者の議論は事前協議事
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項に当たるか否かをめぐって平行線をたどったことから、会社は「こ

の件は団交議題ではない。誠意をもって団交の場を借りて説明した。

支部の質問には事務折衝で答える 「配置換え後新しい職務を遂行す」、

るうえで労働条件上の問題が生じた場合、その具体的問題については

団交を実施する」旨述べ、団交を打ち切った。

なお、当該団交において、会社は、支部の「潤滑油以外の燃料や化

学品の受注業務も移行するのか」との質問には答えず 「当該部署に組、

合員はいないから関係ない。協議事項ではないから次回団交はもたな

い。組合に質問があるのなら事務折衝で聞く」と述べて団交を打ち切

ったものであるが、その後、会社は、８月２日の事務折衝で上記の質

問に回答した。

キ 同６３年８月１日、会社は、本件異動（ Ｘ２ の大阪支店業務課勤

務及びＸ１の大阪支店工業用製品販売部業務課勤務）を発令した。そ

して、同月２日に事務折衝が開かれ、支部は、再度本件異動に関する

支部団交を行った。これに対し会社は、支部に対し、本件異動の命令

を撤回する意思はないことを明確に伝えたところ、同日、両名は、本

部の指令により暫定就労すると称して、本件異動の命令に従った。

なお、本件異動前と本件異動後の Ｘ２ とＸ１の業務等の比較は次

表のとおりである。

Ｘ２

大阪支店２階大阪支店３階場所

大阪支店業務課
大阪支店工業用製品販売部

潤滑油第２課

課名

異動後異動前
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Ｘ１

（注）Ｘ１は、異動後、 Ｘ２ が異動前に担当していた潤滑油第２課

関係の営業事務的業務（ Ｘ２ の表の左欄①の業務を除く ）を引。

き継いだ（なお、 Ｘ２ の表の左欄①の業務のうち、支払・購買

自動車用製品代理店販売（ﾘｰｾｰﾙ）

の営業事務的業務

① 性状分析表の作成業務

② セールススタッフ等の要請に

よるコンピューター端末機操作

業務

③ その他営業事務的業務

潤滑油販売の営業関連業務

① 直売顧客等からの注文の受理及

び出荷手配等の受注業務

② セールススタッフ等の要請によ

るコンピューター端末機操作業務

③ 顧客の勘定のチェック業務

④ その他営業事務的業務

主
な
業
務
内
容

潤滑油販売の営業事務的業務

① セールススタッフ等の要請に

よるコンピューター端末機操作

業務

② 顧客の勘定のチェック業務

③ その他営業事務的業務

潤滑油販売の営業関連業務

① 直売顧客等からの注文の受理

及び出荷手配等の受注業務

② セールススタッフ等の要請に

よるコンピューター端末機操作

業務

③ 顧客の勘定のチェック業務

④ その他営業事務的業務

主
な
業
務
内
容

異動後異動前

大阪支店工業用製品販売部

業務課

大阪支店工業用製品販売部

潤滑油第１課
課名

大阪支店３階大阪支店３階場所
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の事務については、大阪ＣＯＢに移管されなかったが、業務課長

が担当することとなった 。。）

ク 同６３年８月１５日の事務折衝で、支部は、本件異動は単なる業務

変更ではなく配転であり、大幅な労働条件の変更であるとして、改め

て本件異動に関する団交要求を行ったが、本件異動について、事前協

議事項に該当するか否か等をめぐって双方の意見が対立したほか、会

社は、具体的な労働条件上の問題が提起されていないとしてこれに応

じなかった。

その後の事務折衝においても、本件異動が支部と会社の事前協議事

項に該当するか否か等の議論は、常に平行線をたどり、会社は支部の

団交要求に応じなかった。

ケ 同６３年９月５日、支部は、Ｘ１及び Ｘ２ の本件異動について会

社が団交拒否をしているとして、前記４( ）の支部が申し入れた事務9

折衝を会社が恣意的に拒否しているとの申立てと併せて大阪地労委に

対し不当労働行為救済申立て（大阪地労委昭和６３年（不）第５４号

事件）を行った。

コ 平成元年１月２５日、Ｘ１の業務の件で支部団交が開催された。こ

れは、支部から、受注業務の移管後はＸ１の業務から受注業務はなく

なる旨会社が説明していたところ、業務課の業務として受注業務の一

部である支払･購買の事務が残り、それを Ｙ 業務課長が処理す19

ることになっていたが、同課長が転勤となり、後任の課長が病気によ

り約１か月赴任が遅れた間、その業務処理を会社が再度Ｘ１に指示し

たため同人の労働量が増え、労働過重になっているとの具体的な労働

条件に関わる申立てがなされたため、会社が団交に応じたものであっ

、た。この団交で支部は、本件異動は大幅な労働条件の変更であること

また、支部三役の配転でもあるので事前協議約款が適用されることか
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ら事前協議を求めるとの従来の主張を繰り返すとともに、本件異動後

におけるＸ１の業務が増えて労働過重になっていることについて説明

を行った。これに対し会社は、一時的にＸ１の業務が増加した経緯を

説明するとともに、当該業務量は就労時間内で十分に消化できるもの

であり、現にＸ１に時間外労働や休日労働は発生していない旨述べ、

議論は平行線をたどったまま終了した。

また、 Ｘ２ の業務に関する件についても、本件異動後において、

上司による不当な監視及び業務命令の乱発が行われている等として支

部から団交要求がなされたが、会社は、いずれも具体性がないことを

理由にこの件に関する支部団交に応じなかった。

なお、支部は、 Ｘ２ に対し上司の不当労業務命令が乱発されてい

る等として、大阪地労委に不当労働行為救済申立て（大阪地労委平成

元年(不)第３６号及び同第４７号）を行い、これを却下及び棄却され

たため、当委員会に再審査を申し立て、同事件は本件再審査結審時現

在係属中である（平成６年（不再）第４９号 。）

第５ 当委員会の判断

１ 大阪支店の被申立人適格について

支部は、本件の団交拒否、事務折衝拒否を行っているのは大阪支店

であり、その不当労働行為によって生じた状態を回復すべき義務（団交応

諾義務、事務折衝応諾義務）を大阪支店は負担できるにもかかわらず、初

審命令は形式論で却下しているのは誤りであると主張する。

しかしながら、不当労働行為の救済手続における被申立人、すなわち不

当労働行為救済命令の名宛人とされる使用者は、労働組合法が助成しよう

とする団体的労使関係（団体交渉、労働協約等）の法的当事者たり得る者

でなければならないと解され、また、不当労働行為救済命令を十分に履行
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し得る能力を有する者でなければならないと解されることから、法律上独

立した権利義務の主体であることを要すると解すべきである。したがって、

部分的な組織や機関などは、企業の決定と承認の下に当該企業内の管理・

決定権限の配分に応じて団交の担当者となり得るにすぎないものであって、

法人自体を代表する法的当事者とはなり得るものではなく、また、命令違

反の場合に過料を課せられ得ないのであるから、被申立人たり得ないとい

うべきである。

これを本件についてみるに、大阪支店は法人たる会社の部分的な組織に

過ぎず、法律上独立した権利義務の帰属主体と認められないことから、不

当労働行為の救済手続における被申立人として認めることはできない。し

たがって、これに反する支部の主張は失当であり、大阪支店に対する申立

てを却下した初審判断は相当である。

２ 本件差別発言に関する団交拒否について

( ) 本件差別発言に関する会社の団交応諾義務の有無1

ア 支部は、本件差別発言は、会社の差別的労務政策に基づく組合に対

する差別や組合を敵視する労務政策を反映した発言であり、支部の団

結そのものを揺るがそうとする会社の不当労働行為意思の表れである

から、会社には団交応諾義務があると主張する。

イ そこで判断するに、本件差別発言については、それによって支部の

団結を揺るがそうとする会社の具体的意向を受けて行われる等、会社

に責任を帰すべき事実が認められるのであれば、同発言は支部にとっ

て団結維持の観点からみて看過できない問題であり、会社にはそれに

ついては団交応諾義務があると認められるべきである。しかしながら、

本件差別発言については、会社のそのような具体的意向をうかがわせ

る事実は認められず、また同発言をしたＹ１は、前記第４の３( )イ1

認定のとおり、会社の管理職ではなく、一社員であるところ、同人が
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当該発言を会社の意を受けて行ったとの事実は認められない。その他

会社に責任を帰すべき特段の事由によって本件差別発言が行われたと

は認められない。

支部は、会社による組合結成無視による組合の団結破壊攻撃の渦中

で本件差別発言が行われたものであることを考えると、会社全体に組

合を「好ましくない集団」という風潮が浸透していた状況の下での発

言であると主張するが、前記第４の２( )認定のとおり、本件差別発2

言が行われた昭和５８年６月７日以前の同年４月中には、会社は、既

にス労自主と団交を開始しており、その主張は、前提を欠くものであ

る。

もっとも、本件については、前記第４の３( )イ、カ、シ及びチ認1

定のとおり、本件差別発言は、①会社従業員が、就業時間中に会社内

で支部及び支部組合員に対して行った侮蔑的、差別的な発言であるこ

と、②本件差別発言は支部及び支部組合員に対して「好ましくないも

の」として侮蔑し、他の労働組合ないし他の従業員と差別する意味合

いを持っていたことからすれば、支部組合員の職場環境上の問題とな

る余地があったと認められるので、支部がそのような観点から本件差

別発言の再発防止及び職場環境改善の問題として団交を求める場合に

は、会社は団交応諾義務を負うものというべきである。

( ) 会社の対応が団交拒否ないし不誠実な団交態度に当たるか否か2

ア 支部は、組合が会社の差別的労務政策を質すべく、異議申立ての団

交申入れをしたのであるから、会社は、本来なら組合及び支部組合員

４名に対して釈明し、謝罪すべきにもかかわらず、これを拒否し、事

実上団交を拒否したものである、また、本件差別発言は同和問題であ

って団交議題ではないとして団交を打ち切ったのであるから、団交拒

否に当たると主張する。
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イ そこで、本件差別発言に関する会社と支部との間の団交の経過をみ

るに、前記第４の３( )カ、ケないしス、ツ、ナ及び ( )ア認定のと1 2

おり、次の事実が認められる。

① 会社は、昭和５８年６月１５日付けで支部から団交申込みを受け、

同年７月５日以降、支部との間で７回の支部団交に応じた後、同６

０年１１月１２日の第７回をもって団交を打ち切っており、その後

団交要求に応じていないこと。

② 支部は、一連の団交で、○「Ｘ３に事実確認をせずにＹ１を探a

し出して注意をしたのはなぜか 、○「会社が本件差別発言を知」 b

ったのは支部組合員を不当監視していたからではないか 、○「本」 c

件差別発言は、会社がス労自主の団結破壊をする意思をもってやら

せたのではないか 、○「Ｘ３や支部を無視する一方、部落解放同」 d

盟に釈明する等本件差別発言のもみ消しにだけ奔走した」等として

会社の責任を追及し、特に第４回支部団交においては、上記○のほd

か 「会社は、支部の釈明・謝罪要求に全く応えない 「ス労自主、 」、

に対して差別発言を投げつける差別、分断、排除の企業体質は許さ

ない」として、会社に対する本件差別発言の釈明及び謝罪を要求し

ていること。

③ これに対して会社側は、第５回までの支部団交で、○「本件差別a

発言をしたＹ１から事実を確認したから、Ｘ３には聞かなくてもよ

いと判断した」旨、○「Ｙ６課長はＸ３と同僚とのやり取り等からb

本件差別発言を知ったものである」旨、○「本件差別発言が、会社c

がス労自主の団結破壊をする意思をもってやらせたもの」ではなく、

また 「会社には、従業員の差別意識をなくしていく企業責任はあ、

るが、従業員の会話に会社がいつでも責任を持つものとは感じな

い 「 本件差別発言は）電話での発言で個人と個人とのやり取り」、（



- 37 -

である 「Ｘ３及びス労自主に謝罪する必要はない」旨、○「差別」、 d

をなくすために同和研修をしていきたい 「人事・雇用については」、

差別しない」旨を答え、本件差別発言に対する会社対応の経過説明

を行いつつ、会社の責任の有無及び今後の対応についての見解を表

明していること、特に第５回支部団交では 「本件差別発言はプラ、

イベートな中で出た発言であり、会社が謝罪すべき問題ではない」

旨を述べていること。

④ 会社の責任の有無に関して、Ｙ 第一支店長（当時）は、第２12

回団交において 「会社に差別体質があった。差別発言を受けた人、

に謝罪しなければならないと思う」と発言したが、第４回支部団交

においては会社側が、また、前記第４の３( )タ認定のとおり、第1

５回支部団交後の同５９年３月１９日の支部との団交においてはＹ

第二支店長本人が 「Ｙ 発言の主語は会社ではなくＹ１であり、12 12、

会社ではなくＹ１が謝らなくてはいけない」と釈明し、事実上これ

を撤回していること。

⑤ このように、第４回支部団交及び第５回支部団交以降、支部は本

件差別発言の責任は会社にあり、支部及び支部組合員に対する謝罪

を主張し、会社はこれを否定して労使の協議が膠着状態となってい

たこと。

⑥ また、前記第４の３( )エ、カないしク、ト及び( )ア認定のとお1 2

り、会社は、本件差別発言後、Ｙ１に対して口頭注意のうえ謝罪文

を提出させ、３次にわたり社長名の文書を社内に配布し、本件差別

発言に関する社内同和研修を実施する等の具体的措置を講じている

こと。

⑦ 本件差別発言は同和問題であり、同和問題は全従業員の問題であ

り、労使で話し合うべきものでない等として、同和問題は団交議題
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とならないと会社が主張するようになったのは、労使の協議が膠着

状態となっていた第５回支部団交後の同５８年１０月１１日の支部

との狭山現地調査に関する団交以降であること。もっとも、同６０

年９月１３日の確認糾弾会後の第６回支部団交及び第７回支部団交

においては 「同和問題は団交議題とならないが 「何らかの場で、 」、

説明する考えはある 「今日まで団交の場で説明している」と述べ」、

ていること。

⑧ 第５回支部団交後の同年９月１３日の確認糾弾会においてＹ２取

締役による支部組合員４名との話合いが約束されたことから、支部

は支部団交へのＹ２取締役の出席を要求し、会社はこれを拒否して、

両者の団交は更に膠着の度を高めるようになったこと。

⑨ 上記のように労使の協議が膠着状態となっていた第５回支部

団交後の団交においても、組合及び支部は、会社の釈明及び謝罪要

求と支部団交へのＹ２取締役の出席要求に終始していたこと。

これらからすれば、会社は支部の質問や追及に対して会社としてそ

れ相応の回答をし、また、会社としての一応の対策を講じていること

が認められるのであるから、上記③ないし⑦の会社の対応が不誠実な

ものであったとまではいえず、かつ、上記③の会社回答を受けた後の

。支部団交において労使の主張が平行線となっていることが認められる

したがって、第７回までの支部団交の会社の態度を不誠実なものであ

ったとはいえないとし、会社が第７回支部団交において団交打切り宣

言をして以降団交に応じなかったことはやむを得ないとした初審の判

断は相当である。

ウ ところで、支部は、会社が確認糾弾会における約束③を履行してい

ないとして会社が組合要求を無視したものであると主張し、これも本

件差別発言に関する団交拒否の一環を成すものと主張する。
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(ｱ) そこで判断するに、確かに、前記第４の３( )チ、ツ、テ及び( )1 2

イ、ウ、カ、ク認定のとおり、会社は、確認糾弾会において同和研

修の改善の問題を初め、同和問題への取組みの改善について、Ｙ２

取締役が支部組合員４名と話し合うことを約束しているところ、こ

の約束③については履行していないことが認められる。

しかしながら、確認糾弾会の経過をみるに、再審査において支部

から提出された「当日の記録（抜粋 」によれば、Ｙ２取締役は、）

「 同和研修のやり方に関して）今後ここに参加しているス労自主の（

人たちを含めて話し合いたいと思う」と述べ、部落解放同盟側から

の「Ｙ２取締役とス労自主の人とで研修の問題とか、…ええ方向に

行くよう話し合ってください」との要請に「はい」と応じ、また、

同同盟側からの「組合間差別（の問題について 、…労組と会社の関）

係で対応を進めていくのに改めて文書で書いてもらった方が理解し

やすい。具体的にどうするかは…会社と組合との中でザックバラン

に話して下さい」との要請に、Ｙ２取締役は「ス労自主の４人と話

、したことはないので、一度…はい」と答えている。このようにして

同取締役によって約束③の内容が約束されたのであるが、約束③は

その文言上は、あくまでＹ２取締役と（Ｘ３ら）支部組合員４名と

の話合いを行うことを約束するにとどまっていること、上記確認糾

弾会における経過からみても、また、前記第４の２( )認定のとおり、5

会社における支部団交の会社代表は大阪支店長であったことが認め

られることからしても、同取締役が出席したうえでの会社と支部と

の団交の実施を約束したものとまでは認められない。

(ｲ) しかるに、前記第４の３( )テ、ナ及び( )イ、ウ、カ、ク認定の1 2

とおり、支部は、昭和６０年１０月１８日以降一貫して、Ｙ２取締

役が出席したうえでの会社と支部との団交の実施を要求し、会社が
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これを拒否したことに理由がないとはいえないにもかかわらず、同

取締役と支部組合員４名との話合いをあくまでも団交形式とするこ

とに固執している。したがって、会社による約束③の不履行は、支

部のそのような交渉態度にも原因の一端があり、会社のみにその責

任を帰することは妥当でないと考えられる。

(ｳ) 以上からすると、会社の約束③の不履行をもって正当な理由のな

い団交拒否とみることはできない。そして、会社は、以後もＹ２取

締役の団交出席を要求する支部の要求に応じていないが、上記にみ

たとおり両者の主張は、平行線となっていると認められるのである

から、これに応じなかった会社の対応をもって不当ということはで

きない。

エ なお、支部は 「 部落）解放同盟から指摘された組合差別は 『労、（ 、

労対立』に置き換えたらどうか」との具申を内容とする「大阪支店労

務担当のＹ による昭和６０年９月１８日付け本社人事部長Ｙ 宛15 17

て書簡」を根拠にして、本件差別発言の性質を会社の土壌・体質から

発せられたものから、ス労自主とモ労との労労対立から発せられたも

のへ置き換える方針が本社人事部内で合意されたものであり、この方

針に基づいて会社は、本件差別発言発生の背景に労労対立があってこ

れが同発言を誘発したと公然と述べるようになり、確認糾弾会の約束

を履行せず、ス労自主とモ労との対立を煽り、モ労と一体となってス

、労自主を分断・孤立させたものであるとし、そのような労務政策から

会社は確認糾弾会の約束③を履行しなかった、と主張する。

しかしながら、当該書簡の文面は、単に、確認糾弾会で部落解放同

盟が、本件差別発言発生の背景として 「部落差別」と「組合間差別」、

の会社の体質を挙げたことに対し、会社による組合間差別はないし、

これに関する改善施策をとる考えもないという会社の従来からの立場
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、を踏まえて、会社の体質として「部落差別」と「労労間対立」があり

この「労労間対立」のために「部落差別」に対する会社の対応を十全

とすることが困難となるという観点から、部落解放同盟への報告を書

くべきである、と具申するにとどまっている。したがって、会社がこ

の書簡の具申を採り入れてス労自主とモ労との対立を煽り、ス労自主

の団結を破壊する労務政策を定めたとまでは到底認められないので、

支部の主張は、前提を欠き、採用できない。

３ 事務折衝拒否について

( ) 支部は、事務折衝は一般的に団交開催の予備折衝として行われ、これ1

を拒否することは団交開催の遅延や団交拒否を前提とするものであるか

ら、会社による事務折衝の拒否や制限は、会社が支部を「好ましくない

集団」として組合つぶし攻撃を続けたことに起因すると主張する。

( )ア 一般に、団交の開催に当たり、当事者・担当者・交渉事項の明確化2

や交渉の日時・場所・時間の設定等の事務処理的事項について、労使

協定、申合せ、労使慣行等により事前打合せ、予備折衝が行われる場

合、さらには団交を補足する説明のために行われる場合においては、

団交の遂行に必要な限りで、それら事前打合せ、予備折衝や団交を補

足する説明もそれ自体として、労働組合法第７条第２号の規定による

法的保護を受けるというべきである。

イ そこで本件について検討するに、前記第４の４認定のとおり、会社

における事務折衝は、上記の事務処理的事項のほか、昭和６０年９月

の「事務折衝は支部団交に準ずるから、待機時間については介入しな

い」とのＹ６課長発言にみられるように、一部には団交の補足機能を

有していたことが認められるので、事務折衝については、労働組合法

第７条第２号の法的保護が及ぶものとみる余地がある。そこで、本件

事務折衝における会社の対応の当否を検討するに、まず、本件の事務
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折衝拒否問題の発生の背景としては、次の事実が認められる。

① 同６１年３月１日の支店統廃合以降支部との事務折衝に当たるこ

ととなったＹ５支店長代理が、○同年４月３日に事務折衝メンバーa

の人数制限を申し入れて以後会社側は同代理のみで対応するように

なり、○その後更に、従来口頭で時間のみを確認していた事務折衝b

の設定方法を改めて、事前に案件を明らかにするよう支部に申し入

れ、○従来認めていた前後おおむね１０分間の待機時間も不要であc

ると述べるようになったこと。

② 会社が、同６２年８月３１日の支部団交において文書で、○緊急a

性のないものは当日事務折衝をもつ必要はなく、○双方とも担当者b

は１名とし、○ストライキ通告は事務折衝の場で行う必要はない旨c

を申し入れたのに対し、支部が、過去の労使関係を破壊するもので

容認できないとして団交での継続協議を求めたこと。

③ 結果的に支部は、同年１１月１１日の支部団交において、本部の

指令に基づき事務折衝のもち方について、○事前に事務折衝の案件a

を明らかにする、○原則として支部組合員２名で事務折衝に臨むとb

の見解を示し、以後当該見解に基づき事務折衝に臨んだこと。

このような背景のもとに、会社は、昭和６２年９月１日以後同年１

１月１０日までの間、支部の事務折衝開催要求に対し 「一人で来、

い 「緊急性がない、忙しい 「１回答えたものは何度もする必要が」、 」、

ない」として応じないことがあったことが認められ、また、上記③の

とおり支部は、同年１１月１１日、事務折衝のもち方について支部の

見解を明らかにし、以後その見解に基づき事務折衝に臨んだところ、

その後も会社は支部の申し入れる事務折衝に対して 「その案件なら、

もう十分話をした 「協議事項ではない」との理由で断ることもあっ」、

たことが認められる。
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しかしながら、上記のような会社の対応については、以下のことが

認められる。

① 会社が「一人で来い」として事務折衝に応じなかったことについ

ては、会社が上記背景事実②のとおり人数制限を申し入れている時

期であること、事務折衝の支部側出席者は当時支部組合員全員に当

たる４名であったことから、会社が人数制限を申し入れたことには

合理性が認められる。

② 会社が「緊急性がない、忙しい」として事務折衝に応じなかった

ことについては、上記背景事実②のとおり「緊急性のないものは当

日事務折衝をもつ必要はない」との申入れを会社が行っている時期

であること、前記第４の４( )及び( )認定のとおり事務折衝は就業1 7

時間中に開催され、支部からの申入れは頻繁に行われたことが認め

られることから、合理性が認められる。

③ なお、支部は、上記②について 「Ｙ５は、支店統廃合を機に支、

店長代理として新たに組合窓口として増員･配置されたのであり、

それが主たる仕事なのであるから、業務上の支障は理由にならな

い」とも主張するが、Ｙ５の業務が支部との事務折衝のみであった

ことを裏づける証拠は提出されていないことから、採用できない。

④ 「１回答えたものは何度もする必要がない」として事務折衝に応

じなかったことについては、事務折衝が団交を補足するための説明

を行う場合の応酬と解されるところ、会社の対応をもって直ちに不

当とまではいえない。

⑤ 「その案件ならもう十分話をした」として事務折衝に応じなかっ

たことについては、一応の合理性が認められる。

⑥ 「協議事項ではない」として事務折衝に応じなかったことについ

ては、当該事務折衝拒否の具体的状況が明らかでない。
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⑦ 会社は、第４の４( )認定のとおり事務折衝自体を一切拒否する7

ものではなく、事実上相当数の事務折衝等の労使の折衝に応じてい

る。

⑧ いずれにしても、事務折衝の拒否が問題とされている期間におい

て、会社、支部間における団交が事務折衝の拒否によって、不適切

に遅延したり開催されなかったりするなど会社と支部との間の団交

の遂行に不当な支障を来たしたことの具体的な事実の証明がない。

以上の点を勘案すれば、本件における会社による事務折衝拒否が団

交拒否ないし不誠実団交に当たるとは認められず、さらにはこれが支

部に対する組合つぶし攻撃の一環として行った不当な支配介入である

ともいうことはできない（ちなみに、支部の救済申立てには、同年８

月中の事務折衝の拒否も含まれているが、当該期間における事務折衝

の拒否に関しては、労働組合法第２７条第２項に定める申立期間を徒

過するものであるので、判断の限りではない。)。

支部は、会社からの労働条件に関わる事項や不当な業務命令が組合

員に強制されようとしている時に団交申入れの事務折衝を拒否するこ

とは明らかに支部の団結破壊を謀る不当労働行為であるとも主張する

が、上記⑧に判断したように、会社、支部間における団交が事務折衝

の拒否によって、不適切に遅延したり開催されなかったりするなど会

社と支部との間の団交の遂行に不当な支障を来たしたことの具体的な

事実の証明がないから、支部の主張は採用できない。

ウ 以上のとおりであるから、この点について不当労働行為に当たらな

いとする初審命令の判断は結論において相当である。

４ 本件異動に関する団交について

( ) 支部は、①本件異動は単なる異動ではなく、合理化（大阪ＣＯＢへの1

業務移管）に伴う異動であるため、会社が、事前に本人は勿論、組合に
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も説明の上理解を求め、合意形成を図ることが円滑な業務運営のために

必要である、②大幅か、小幅かを問わず、業務内容の変更は労働条件の

変更であり、人事権の行使により労働者が不利益を被る場合は団交で事

前に組合と十分協議するのが当然である、③それにもかかわらず、会社

は、事前協議事項でないとして団交を打ち切ったもので団交拒否ないし

不誠実団交に当たると主張する。

( )ア そこで、まず、本件異動についてみるに、前記第４の５( )ア、イ2 2

及びキ認定のとおり、本件異動は、大阪支店における潤滑油販売等の

受注業務が大阪ＣＯＢに移管されることになり、同支店工業用品販売

部潤滑油 課及び同部潤滑油２課においてＸ１及び Ｘ２ が従事して1

いた潤滑油販売の営業関連業務のうちの受注業務も大阪ＣＯＢに移管

されることになったことに伴い行われたもので、① Ｘ２ は、同支店

業務課に異動して自動車用製品代理店販売（リーセール）の営業事務

的業務に従事することとなり、②Ｘ１は、同支店工業用品販売部業務

課に異動して、 Ｘ２ が従事していた潤滑油販売の営業事務的業務を

含めて、潤滑油販売の営業事務的業務に従事することとなったもので

ある。そして、 Ｘ２ 及びＸ１の業務内容については、受注業務は除

かれ、 Ｘ２ については性状分析表の作成業務が追加されている（な

お、Ｘ１については、 Ｘ２ が行っていた受注業務のうち、大阪支店

に残った支払や購買の事務は業務課長が担当することとなったことが

認められる 。。）

以上のことからすると、本件異動は義務的団交事項と解される余地

がある。しかしながら、そうであるにしても、本件異動について事前

協議義務があるか否かの問題とは自ずから別の問題であって、労働協

約上の根拠、労使慣行その他の特段の事情なしには事前協議義務があ

るものとは認められないものである。
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イ 次に、支部は、前記第４の５( )認定のとおり、従来も、会社に対1

して、昭和６１年３月１日の支店統廃合に伴う支部三役の異動につい

て、支部三役の配転に当たり、また、重大な労働条件の変更等である

として、事前協議事項であるとの主張をし、会社と対立したことがあ

ったことが認められる。

ウ 以上のことを考慮したうえで、本件異動に関する団交の経過につい

てみるに、前記第４の５ ( )ウ、エ及びカないしク認定のとおり、次2

の事実が認められる。

① 支部は、昭和６３年７月１９日の事務折衝以降一貫して、ス労と

会社間の事前協議約款が本件異動に適用されること、また、本件異

動は労働条件に大きな変更が生じることから、事前協議事項に当た

るとして、支部との事前協議が整うまで本件異動を行わないよう、

申し入れたこと。

② これに対し、会社は、同６３年７月１９日の事務折衝の席上、支

a部の事前協議の団交要求に対してこれを拒否し その理由として ○、 、

本件異動においては労働条件に変更はないと述べたほか、○本件異b

動は、大阪支店内の同じ建物内での人事異動であって、事前協議約

款が適用される勤務事業所の変更を伴う「転勤」ではなく、勤務事

業所の変更を伴わない単なる部署替えである旨を説明していること、

及び○同年７月２８日の支部団交の席上、本件異動が支部がス労自c

主への適用を主張する事前協議約款においても事前協議事項には該

当しない理由を説明していること。

③ 会社は、同６３年７月２８日の支部団交の席上、受注業務の移管

及び本件異動の必要性について説明し、本件異動によって大幅な労

働条件の変更が起こるとは考えられず、日常業務の変更と考えてい

るが、異動後に労働条件上の問題が生じた場合はその具体的問題に
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ついては団交を実施する旨約していること。そして、前記第４の５

( ）コ認定のとおり、実際に、業務課に一部残った受注業務を会社2

が約１か月間Ｘ１に指示したことにより、同人の業務量が一時的に

増加した件について、平成元年１月２５日、支部からの団交要求に

応じていること。

④ しかるに、昭和６３年７月２８日の支部団交は、支部が事前協議

約款がス労自主にも適用されるべきとの従来からの主張や本件異動

は労働条件に大きな変更が生じることを理由に本件異動の事前協議

に固執して、労使の見解が平行線をたどったことから、会社は団交

を終了したものであり、本件異動発令日の翌日に開催された事務折

衝において、会社は本件異動を撤回する意思がないことを伝えてい

ること。

エ 以上のことからすれば、支部が、ス労との事前協議約款が本件異動

に適用されるべきこと及び本件異動は労働条件に大きな変更が生じる

ことを主張し、支部との事前協議が整うまで本件異動を行わないよう

一貫して申し入れたのに対し、会社は上記ウ②及び③の対応を取った

ものであり、会社の対応が誠実さを欠いていたとはいえず、更に会社

は、上記ウ④のような当該団交の状況から団交を打ち切り、後日の事

務折衝において本件異動は撤回しないとの意思を表明しているもので

あって、双方の主張が団交や事務折衝においても平行線をたどり、い

わゆる行詰まり状態に至っていたものと認められるから、当該会社の

対応やその後、会社が本件団交に応じなかったことが、不当労働行為

に該当するとまではいえず、初審の判断は結論として相当である（な

お、支部は、上記ウ③の平成元年１月２５日の支部団交の件について

は、会社から団交要求があってしかるべきであると主張するが、その

主張をもって、上記判断を左右するものではない 。。）
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オ 支部はなお、本件異動は単なる異動ではなく、大阪ＣＯＢへの業務

移管という合理化に伴うものであるから、事前に本人は勿論、支部に

も説明の上理解を求め、支部との合意形成を図ることが必要であると

も主張するところ、確かに、会社がその経営判断に基づき合理化を行

うに際し、労働者の労働条件に影響を及ぼす場合には、会社は労働組

合の団交要求に応じ、誠実に協議を行う必要があることはいうまでも

ない。しかしながら、かかる場合においても、特段の事情がある場合

を除いて、一般的に労働組合との事前協議が必要であるとまでは認め

られず、ましてや労働組合の合意が得られなければ当該合理化施策を

行い得ないとまではいえないから、特段の事情があるとまでは認めら

れない本件においては、支部の主張をもってしても、上記判断を左右

するものではない。

よって、労働組合法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並

びに労働委員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２０年１月２３日

中央労働委員会


